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仕事に対する基本姿勢 

 健康部では、妊娠･出産・育児の支援をはじめ、市民の健康増進、食の安全、感染症対策、

斎場施設の整備･管理に加え、大規模災害発生時の健康危機管理対策などの事業を展開してい

ます。健康部は多様な専門職が特性を活かして諸課題の解決に取り組んでいます。多職種の

視点を活かし、「健康で元気に暮らせるまち」「安心して医療を受けられるまち」「安心して子

どもを生み、育てられるまち」「生活衛生が行き届いたまち」を目指してまいります。 

平成３０年度の振り返り 

・東大阪市歯科口腔保健計画「歯っぴいトライ」の中間評価で、２７項目中の１５項目で改

善がみられました。

・いのち支える東大阪市自殺対策計画を策定いたしました。

・３年目となった健康マイレージには、９７９人の方にご参加いただけました。

・安心・安全な妊娠、出産、子育てを目ざし、子育て世代包括支援センター事業を開始し、妊

娠届出時すべての方に、保健師による面接を行う体制を整えると共に、産婦健康診査を拡充

し、産後うつ予防・新生児虐待予防の取り組みを強化しました。

・「ラグビーワールドカップ２０１９」開催時のテロ等の不測の事態を想定した「平成３０年

度大阪府国民保護協同実動訓練」に参加し、保健所での必要な対応、正確な情報共有方法等

について検討しました。また、保健所職員向けに健康危機管理対策訓練を実施しました。 

・災害発生直後に救護所で必要となる医療資機材の確保に努めました。 

・ラグビーワールドカップ２０１９の会場である花園中央公園等において、感染症を媒介す

る蚊の生息調査および発生を防ぐための対策を行いました。

・野生鳥獣被害対策のため、関係部局と情報共有を行い、庁内連携を図りました。

・犬猫の譲渡等を実施し、犬猫の適正な飼養管理の普及啓発に努めました。

・地域における猫による被害の軽減と不幸な命を増やさないために、野良猫不妊手術助成金

交付を行いました。
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・市立東大阪医療センターが計画を着実に遂行しているかを、評価委員会の専門的見地から

の意見を聴き、医療センターの業務実績に対する評価を行い、公表しました。 

・平成２９年度より実施していたサウンディング型市場調査に基づき、長瀬斎場の整備をデ

ザインビルド方式で行うことを決定し、整備を具体的に進めるためにアドバイザリー業務に

着手しました。また、市の斎場整備に係る基本構想を策定し、新斎場建設を含めた今後の斎

場整備の方向性を定めました。

・食品衛生監視指導計画に基づき、食品関係施設への監視指導や食品の表示の確認及び製品

検査を実施し、不良な食品の流通、食に起因する健康危害の発生防止及び不適切な食品表示

の排除に努めました。また、食品等事業者に対して平成３０年６月１３日に改正された食品

衛生法の改正内容の情報提供やウェブサイト等を活用し、市民への食の安全安心情報の提供

を行いました。

・環境衛生検査センターの耐震補強工事及び間仕切り改修工事を行い、検査施設の整備を図

りました。

令和元年度に取り組む重点課題 

１ 妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援の一層の充実 

安心・安全な妊娠、出産、子育てを目ざし、平成３１年４月に３か所の保健センターに開

設した子育て世代包括支援センター「はぐくーむ」では、保健師等が悩みや不安等を聴き、

相談に応じ、必要なサービスが適切に利用できるようセルフプランの作成支援を行います。

また支援が必要な方に支援プランを策定し、保健師と子どもすこやか部所属の子育てサポー

ターが連携して切れ目のない支援を行います。また、妊婦健診、妊婦歯科健診の費用助成や

産後ケア事業、乳幼児健診等に加え、平成３１年１月から拡充した産婦健康診査で、心身と

もに体調を崩しやすい産後間もない時期に、お母さんのこころの健康状態等に応じたアドバ

イスを行うことで産後うつの予防を図り、すこやかな育児の支援に努めます。 

２ 健康危機管理対策の充実 

集中豪雨や大地震などの自然災害がひとたび発生すれば、多くの方が負傷されたり体調を

崩されたりすることにつながり、市民の皆さまの健康が大きく損なわれることになります。

また、本年度は国際的に注目度が高いラグビーワールドカップが花園ラグビー場で開催され

るため、NBC 災害等への対策も必要となってきます。これらの健康危機事象の発生に備え、

平時から職員向けの訓練並びに関係機関と連携した訓練を定期的に実施し、あらゆる健康危

機事象への対応力や知識・技術の向上に努めます。さらに、必要備品の拡充や市内の医療機

関と健康危機事象発生時における連絡・連携体制の構築を行うことで、更なる対応力の強化

を図ります。
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■災害時医療対策

市と医師会・歯科医師会・薬剤師会がそれぞれ締結した災害医療協定に基づき、日頃から

情報を共有し、災害発生時の連絡がスムーズにできる体制を構築していきます。さらに、市

と近畿大学薬学部及び薬剤師会が協定を締結し、災害発生時に必要となる薬事に関する業務

を行える人材の養成に努めます。また、前年度に引き続き、災害発生直後に救護所で必要と

なる医療資機材の確保に努めます。 

■感染症媒介蚊対策 

ラグビーワールドカップ会場が位置する花園中央公園等において、デング熱等の感染症を

媒介する蚊の生息調査を実施するとともに、蚊の発生を防ぐための啓発を行う等、市内での

感染症発生の防止に努めます。 

■宿泊施設の有害害虫対策 

訪日外国人観光客など東大阪市を訪れる方が宿泊施設を快適に利用していただけるよう、

宿泊施設における有害害虫発生の予防、拡大防止の取組みを進めます。 

■食品の安全対策の強化

食品衛生監視指導計画に基づき、食品関係施設に対する監視指導や食品等の表示確認及び

製品検査を実施して不適切な食品が流通しないように努めます。食中毒など食品に係る事故

発生時には、迅速に対応することにより被害の拡大及び再発を防止し、食の安全を確保しま

す。また、食品衛生法の改正により制度化される HACCP に沿った衛生管理方法の周知・指

導に努めます。

■感染症・食中毒検査体制の充実 

環境衛生検査センターでは、ラグビーワールドカップ開催を間近に控え、感染症・食中毒

の発生増加に備えて、遺伝子検査設備の整備を推進するとともに、検査技術の向上に努め、

発生時の検査受け入れ体制の充実を図ります。 

３ 健康づくりの推進  

■望まない受動喫煙を防ぐ対策の推進 

健康増進法の改正に伴い「望まない受動喫煙の防止」について、広く市民や事業所等に周

知・啓発に努めます。また大阪府受動喫煙防止条例の周知啓発もあわせて行い、関係各課と

の連携を進めつつ、望まない受動喫煙防止に努めます。 

■市民の健康づくりに取組む機会の拡大 

「東大阪健康・長寿マイレージ」については、市政だより保存版にて全戸配付し、多くの

市民へがん検診受診や健康づくりのきっかけとしていただけるよう、周知徹底を図ります。
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ラグビーワールドカップの開催で市民のスポーツへの関心が高まり健康づくりの取組みを始

めていただけるよう、市内民間スポーツ施設と連携した無料体験の実施など市民の運動に対

する意識の向上や運動習慣の継続へのきっかけづくりに取組みます。 

■がん検診の推進 

平成３０年１月に胃がん検診に内視鏡検査を導入しましたが、この内視鏡検査の周知をき

っかけとしてがん検診を受診する市民が増加するよう、本年度は新たに胃がんによる死亡が

増え始める６０歳代の対象となる市民へ個別勧奨のハガキを送るなど効果的な勧奨・啓発を

行います。さらに、協会けんぽが実施する特定健診チラシにがん検診受診医療機関一覧を掲

載するなど、関係機関と協力し啓発に努めます。 

■関係団体と連携した健康づくりの推進 

全国的な課題である自殺対策や、社会的な問題にも繋がるアルコールをはじめとした依存

症対策について、関係機関や関係団体と連携し、より一層取組みを進めます。また食育関係

団体等と協働でライフステージに応じた食育を展開し、良い食習慣を育み、健康づくりの環

を広げます。 

４ 斎場整備の推進 

高齢化社会を迎える中、今後の火葬需要は増加することが予測されます。そのような状況

の中、昨年、台風２１号の影響により今米斎場の煙突が折損しました。市内斎場の老朽化は

極めて深刻であり、１日も早く斎場の整備を進めていくことは急務であると考えています。  

今年度は、長瀬斎場のリニューアルに向けての準備を本格的に進めていくとともに、市全

体の斎場の整備方針に基づいた斎場の整備を並行して行い、安定した火葬業務の確保に努め

ます。 

５ 市立東大阪医療センターの業務実績に対する評価の適正な実施 

市が指示している中期目標の達成に向けて、医療センターの取り組み状況について、評価

委員会の専門的見地からの意見を聴き、適正な評価の実施に努めます。 

６ 動物の適正飼養推進 

動物の飼い主には、命あるものである動物の適正な飼養及び保管に責任を負う者として、

適正な飼養管理に関する理解を深めていただくよう、周知、啓発に努めます。 

また、野良猫対策として、野良猫の棲息数を減少させるための施策を強化します。野良猫

の不妊手術助成制度をより利用しやすい制度へと見直しを図るとともに、無責任な餌やり行

為に対しては、野良猫の不妊手術による繁殖制限や餌及び排泄物の管理についての啓発をあ
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わせて実施し、地域社会における猫による被害の軽減と猫の殺処分数の削減を目指します。 
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